英語知財研修プログラム推進事業
利用申込書

（１）利用者申込者の情報
	企業・大学・団体名
	

	所属部署・役職
	

	氏名
	

	電子メールアドレス
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号（任意）
	



（２）利用を希望する教材
以下の①もしくは②に、申し込みを希望する教材を記載してください。
1 教材、教材指導ガイド、自己学習用動画教材を科目単位一式で申し込みを希望される場合は、希望する科目の下記の□を■にしてください。
	□全科目（こちらを選択された場合は、以下１．～５．の選択は不要です）
□１．グローバルビジネス戦略概論
□２．テクノロジーソーシング・Ｍ＆Ａ戦略
□３．ライセンシングエコシステム
□４．ライフサイエンス業界の事業戦略と知財マネジメント
□５．事業ポートフォリオ転換と知財マネジメント



2 個別の教材ごとに申し込みを希望される場合は、利用したい教材のNo.を枠に記載してください。枠が足りない場合、追加もしくは空欄に記載してください

	
	教材No.

	教材
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	教材指導ガイド
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自己学習用動画教材
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（３）利用目的・方法
	利用目的
（必須。いずれかの□を■にしてください。）
	□我が国の大学院等の人材育成機関における講義（講義における教材の利用可能性の検討も含みます。）
□我が国の企業における社内研修（社内研修における教材の利用可能性の検討も含みます。）
□我が国の公的機関におけるセミナー（セミナーにおける教材の利用可能性の検討も含みます。）
□その他（我が国の人材育成に資すること）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	具体的な利用目的（任意）
	

	利用予定年月
（目安で構いませんので記載してください。）
	西暦　　　　年　　月頃～　　　　年　　月頃

	利用を予定している授業・研修の名称等（任意）
	

	人材育成の対象者の属性
（任意。業種、部署、役職クラス。大学院等における講義で使用する場合は記載不要です。）
	業種：
部署：
役職クラス：

	人材育成対象者の予定人数
（任意。概数で結構です。）
	（　　　　　　）名

	講師の所属、氏名（任意）
	



（４）誓約事項（下記の□を■にしてください）
	□教材を上記（３）に記載した利用目的以外には使用しません。
□教材の利用終了後概ね１週間以内に利用報告書を記載し、特許庁へ送付します。万が一、教材を利用しなかった場合、その旨を特許庁へ報告します。
□教材の利用後、特許庁から教材の活用結果に関するヒアリングの要請があった場合、受諾します。
□授業・研修の参加者に対して教材の翻案、翻訳、転載、人材育成目的以外の複製等を禁止してください。



送付先電子メールアドレス：PA0960@jpo.go.jp
※電子メール送信の際は、件名を「教材の利用申込」としてください。
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